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全国の税理士会、支部

税
理
士
会
（

単
位
会
）

北海道税理士会 １５支部

支
部

東北税理士会 ５０支部

関東信越税理士会 ６２支部

東京税理士会 ４８支部

千葉県税理士会 １４支部

東京地方税理士会 ２０支部

北陸税理士会 １５支部

名古屋税理士会 １７支部

東海税理士会 ３１支部

近畿税理士会 ８３支部

中国税理士会 ４６支部

四国税理士会 ２４支部

九州北部税理士会 ２７支部

南九州税理士会 ３６支部

沖縄税理士会 ６支部

１５

494

税理士登録者・税理士法人届出数（平成27年2月末現在）

（日本税理士連合会ＨＰより）

税理士会 登録者数
税理士法人届出数

主たる事務所 従たる事務所

東京 ２１，９１５ １，００５ ３３１

東京地方 ４，７８３ １９１ １０３

千葉県 ２，５０３ ８１ ６１

関東信越 ７，３１０ ３３９ １７５

近畿 １４，３９５ ５２４ ２２７

北海道 １，８６１ １２８ ８０

東北 ２，４９１ １０４ ７９

名古屋 ４，４６２ ２３０ １２０

東海 ４，３２３ １８９ １０７

北陸 １，３９１ ８９ ３８

中国 ３，０３５ １０６ ５７

四国 １，５６９ ６５ ３９

九州北部 ３，１３４ １１５ ８９

南九州 ２，０６８ ８０ ３８

沖縄 ３８１ １８ １６

計 ７５，６２１ ３，２６４ １，５６０

各行政機関に

対応するため、

国税局に対して

15の税理士会が、

税務署に対して

494の支部が全国に

存在している。
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使命 業務

税理士法 （税理士の使命）

第１条 税理士は、税務に関する専門家として、独立した公
正な立場において、申告納税制度の理念にそつて、納税義
務者の信頼にこたえ、租税に関する法令に規定された納税
義務の適正な実現を図ることを使命とする。

（税理士の業務）
第２条①税務代理、税務書類の作成、税務相談

②財務書類の作成、会計帳簿の記帳代行
その他財務に関する事務
③補佐人業務

・税理士は、我が国唯一の「税務に関する専門家」
（申告納税制度の維持発展、国家財政の基盤を確保するうえで極めて重要な制度）

・併せて「会計の専門家」でもあり、社会からの期待・要請は拡大傾向

・税理士の主な顧問先は中小企業・小規模企業であり、経営者の７割は顧問税理士等を経営
問題の相談相手と考えている（中企庁アンケート）。

・相談内容は税務及び会計の分野に限定せず、経営上のあらゆる問題から家庭問題まで、よ
ろず相談窓口、他士業への橋渡しにもなっている。

日税連、税理士会は、「税の専門家」及び「会計の専門家」としての業務だけでなく、税理士の持つ
職能を生かした公益的な業務についても、その期待・要請に応えるため平成１３年に公益的業務対策
特別委員会（平成１９年に公益活動対策部へ改組）を設置している。
具体的には、 地方公共団体の外部監査人、監査委員、登録政治資金監査人、ＮＰＯ法人の経理アドバ
イザー、地方自治体の審理員や第三者機関の委員など多方面において職能を活かして活躍する税理士
を支援している。

税理士の使命、業務
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日本税理士会連合会会則

（公益活動に関する施策）
第６７条の３ 本会は、税理士の使命及び職責にかんがみ、本会が必要と認めた公益に資する活動
（以下「公益活動」という。）に携わる税理士の支援に関する施策を実施することができる。
２ 公益活動の施策に関し必要な事項は、常務理事会で定める。

日本税理士会連合会公益活動に関する規程

（公益活動）
第２条 前条に規定する公益活動は、次の各号に掲げるものとする。
（１） 地方公共団体及び非営利法人の外部監査制度に関する事項
（２） 地方公共団体監査委員制度に関する事項
（３） 地方独立行政法人監事制度に関する事項
（４） 登録政治資金監査人制度に関する事項
（５） 成年後見制度に関する事項
（６） 非営利法人に関する事項（第１号に掲げる事項を除く。）
（７） 裁判外紛争解決手続（民事調停、家事調停を含む。）に関する事項
（８） 総合法律支援制度に関する事項
（９） 前各号に掲げるもののほか、税理士の職能を活用した業務に関する事項

税理士の公益的業務
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特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）に関する取組み

NPO法人には事業や財務内容に関する適正な運用と検証、
情報公開による透明性の確保が求められており、税理士が
専門的知識を活用してその支援ができるようテキストを作成

『税理士のためのNPO法人テキスト』

―目次―

第1章 NPO法人と税理士のかかわり

第2章 NPO法人の設立・運営

第3章 NPO法人の会計

第4章 NPO法人の税務

第5章 NPO法人に対する税理士会の取組み

平成16年度よりNPO法人の総合的理解の習得を目的に実施

年度 講義内容 講師 受講者数

平成
23
改正ＮＰＯ法に関する勉強会
（日税連公益活動対策部内の勉強会）

内閣府大臣官房市民活動促進課長
野村 裕

-

平成
24
ＮＰＯ法人担当者研修
「認定ＮＰＯ法人制度の概要と実務」

特定非営利活動法人
ＮＰＯ支援の税理士ネットワーク
理事長・税理士 豊岡 正弘

73

平成
25

ＮＰＯ法人担当者研修①
「認定ＮＰＯ法人制度の概要及び実務」

特定非営利活動法人
ＮＰＯ支援の税理士ネットワーク
理事長・税理士 豊岡 正弘 54

ＮＰＯ法人担当者研修②
「NPO法人の会計の実務」

公益活動対策部
川口副部長

平成
26

①非営利活動法人（ＮＰＯ法人、一般社
団・財団法人、公益社団・財団法人、社
会福祉法人等）の会計制度、情報開示
制度の概要

公認会計士・税理士
中田 ちず子

66②ＮＰＯ法人を取り巻く状況と税理士に
求められるＮＰＯ法人支援

特定非営利活動法人
日本ファンドレイジング協会
代表理事
鵜尾 雅隆

③最近のＮＰＯ法人の会計制度、情報
開示制度の動向について（ＮＰＯ法人
の会計税務の基礎知識）

税理士・認定ＮＰＯ法人ＮＰＯ会計
税務専門家ネットワーク理事長
脇坂 誠也

平成
27
ＮＰＯ法人を取り巻く状況と税理士に求
められるＮＰＯ法人支援

税理士
田中義幸

61

合計（平成16年度～27年度） 594

• 研修会や会報での情報共有

①税理士に対するNPO法人制度等の周知策

• NPO法人から税務・会計に関する相談会等の講師依頼が
あった場合、会員を推薦・紹介

②税務・会計に関するアドバイス施策

○研修会の実施 ○テキストの作成
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地方公共団体の外部監査人・監査委員への取組み

平成27年度 科目 講師 受講者数

監査論 柳田 清治
（横浜商科大学名誉教授）

118 監査委員監査研修 小関 勇
（日本大学商学部教授）外部監査研修

公営企業会計実務 蒲生武志
（税理士・公認会計士）公営企業監査

財政援助団体等監査 米田 正巳
（税理士・公認会計士）財政健全化法監査

包括外部監査の実務 倉成磨（税理士）

包括外部監査の実務 守屋 和徳

監査委員監査の実務 小野寺 高

監査委員監査の実務 岡田克也
（協同組合総合技術士連合）

監査委員監査の実務 岩崎久市
（税理士）

合計
（平成22年度～27年度）

1,057 

外部監査人就任数 補助者就任数 監査委員就任数

9 22 168

平成9年度より研修を実施し、平成22年度より基礎研修・
実務研修の階層的な研修を実施

外部監査人及び監査委員就任を希望する税理士が、地
方自治法、地方公共団体の財務と会計（公会計）等の基
礎となる事項を理解することを目的に実施。

『地方公共団体の監査制度＜基礎編＞』

地方自治制度や地方自治法における監査制度及び財政健全化
法に関する内容を掲載

『地方公共団体の監査制度＜基礎編＞参考資料』

基礎編テキストを補完するために詳細資料を掲載

税理士が外部監査人・監査委員に選任された場合、又は、
実際にその業務に従事する際に、支障なくその任務を遂行
しうる人材を育成すること及び地方公共団体等からの就任
要請に応えることを目的に実施。

地方公共団体の監査機能の専門性、独立性を強化し、地
方公共団体の監査に対する住民の信頼を高めるため、平
成9年の地方自治法改正により外部監査制度が導入され、
税理士が、外部監査人の資格者として定められた。

○研修会の実施

○平成9年 地方自治法改正の概要

Ⅰ地方公共団体監査制度基礎研修

テキスト

Ⅱ地方公共団体監査制度実務研修

○平成26年 外部監査人等就任者数
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一般企業に対する税理士の業務における実施例

事務処理体制の向上に対する支援の例 税理士の業務における実施例【一般企業】

○法人が作成する計算書類等の会計基準との整合性の点検

及び改善支援

・中小企業の会計に関する指針の適用に関するチェックリストの活用

・中小企業の会計に関する基本要領の適用に関するチェックリストの
活用
・会計参与制度を導入し、中小企業向け監査制度に対応
・法人が制定した経理規程との整合性の確認

〇経理体制の現状把握、効率化等改善に対する支援 ・経理・人事関係の責任体制の整備に対する支援
・売掛金管理・買掛金管理の体制整備に対する支援

・月次決算体制による支援
・各種の経営指標に基づき抽出した課題の改善支援

〇会計帳簿の記載、証憑書類の整理方法等に係る現状把握、

効率化等改善に対する支援

・現金・預金関係の記帳指導・相談
・領収書の支払手段別の整理・保存の指導・相談
・請求書の保存と売掛帳・買掛帳の記帳指導・相談
・伝票関係・雇用関係書類の整備・指導
（旅費精算伝票、扶養控除申告書等）

〇会計ソフトの設定、入力科目等の設定、入力マニュアル

の提示等パソコン会計の導入支援

・自計化支援（会社の規模や能力に応じて対応）
経理ソフト、給与ソフト、販売管理ソフトの導入・操作指導

・会計ソフトベンダーと連携した支援
・電子帳簿システムの導入支援
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一般企業に対する税理士の業務における実施例

7

•例）ガバナンス体制（理事会、評議員会、監事
等）、各種規程・業務手順の整備、職務分掌体
制、予算実績分析体制等に対する支援

法人全般の統制

•例）購買管理、固定資産管理、資金管理、人件
費管理、収益管理、在庫管理等の各業務にお
けるリスクに対応した適切な手続きに対する支
援

各種事業の統制

•例）決算・財務報告に関する規程の整備、決算
業務体制、伝票承認や決算整理業務の分掌体
制、計算書類等の確定作業等に対する支援

決算の統制

経営管理上の課題を改善するため、各種規程・業務手順
の整備、予算実績分析の体制等、内部統制の向上等の
相談に応じる。

企業の要請や必要に応じて販売管理、固定資産管理、
資金管理、人件費管理、在庫管理などの管理プロセスの
改善の支援を行う。

決算・財務（記帳業務、決算業務など）は税理士の本来
業務であり、税務・会計の専門家として決算の確定等に
関する決算事務などの体制確立等のための支援を行う。

税理士の業務における実施例【一般企業】内部統制の向上に対する支援の例



経営組織のガバナンスの強化、事業運営の透明化の向上等を図るには、数多くの社会福祉法
人が税理士を活用し、きめ細かなアドバイスや相談を受けることのできる経理体制を整備する
ことが望ましい。

日税連・税理士会としての対応

○社会福祉法改正の周知

日税連及び税理士会の会報・ホームページを通じ、会員に対して法律改正について
周知を図る。

○研修の実施

改正社会福祉法の概要や社会福祉法人会計基準に関する研修を実施し、税理士が
円滑に業務を遂行できるよう知識の向上を図る。

○サポート体制の整備

公益活動専用のホームページ「パブリックサークル」において税理士からの質疑に対応、社
会福祉法人の業務・会計に即したチェックリスト等を作成し、そのツールを基に指導を行う
ことが考えられる。

改正社会福祉法の概要や社会福祉法人会計基準に関する研修を履修した税理士を税理士会の
ホームページに掲載し、推薦・紹介する体制を整える。

○研修履修者リストのホームページ掲載
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③決算及び申告
決算業務及び税務申告を行う。決算申告時期のみに関与することが多い。

税理士の顧問契約の形態と社会福祉法人への関与

税理士は、中小企業等と顧問契約を締結し、あらゆるサポートを日常業務として
対応しているが、その契約形態は企業規模や企業のニーズにより様々である。

①包括的関与
毎月訪問して業務改善に資する相談・指導を行うほか、決算及び申告業務を行う。

②決算、申告及び税務相談
決算業務、税務申告及び税務相談を行う。定期的に関与することが多い。

人数・規模がある程度充足している社会福祉法人への関与については、上記①の包括的関
与による顧問契約を締結し、あらゆる面において総合的にサポートすることが効果的と考え
られる。
一方、人数・規模が極めて小さい場合には、法人が主体となって自主点検チェックシート

に類するツールを活用するなど内部統制の向上に努めるとともに、透明性のある財務体制の
構築に努めることが必要である。その際に、法人の人数・規模に応じて税理士からアドバイ
スを受けることが可能な体制を整備することが考えられる。

社会福祉法人への関与

主な顧問契約の形態
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